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株式会社ティーガイア
代表取締役社長 執行役員

石田 將人（いしだ まさと）

プロフィール

兵庫県神戸市出身 大阪大学人間科学部卒
1983年4月 住友商事（株）入社
2018年4月 同社常務執行役員欧阿中東CIS総支配人（英国）

兼 欧州住友商事ホールディング会社会長
2020年4月 当社取締役副社長執行役員CSO
2022年4月 当社代表取締役社長執行役員

登壇者紹介
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（2022年6月末現在）

会社概要

社名 株式会社ティーガイア

本社所在地 東京都渋谷区恵比寿4-1-18 恵比寿ネオナート14～18階

資本金 3,154百万円

設立 1992年2月

従業員数 5,445名（連結）

事業内容 (1) 携帯電話等の販売および代理店業務

(2) 企業向けを中心とした通信ソリューションサービス
の提供、固定回線サービスの販売取次業務

(3) 決済サービス、その他海外事業

株式市場 東証プライム

主要株主 住友商事㈱ 41.9%（議決権比率）
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沿革

2008

ティーガイア
誕生

1992＜三井物産＞
三井物産情報通信

株式会社設立

1995＜住友商事＞
住商テレメイト
株式会社設立

1994＜三菱商事＞
株式会社エム・シー・

テレネット設立

2001
三井物産

テレパーク
株式会社設立

2001
株式会社

エム・エス・
コミュニケー
ションズ設立

ギフトカード
を活用した

「カードモール
ビジネス」を開始 「Smart Labo」

事業開始

2011 2012

シンガポールに
子会社

T-GAIA Asia
Pacific Pte. Ltd.

を設立

2013

日本ワムネット株式会社
を連結子会社化

2014

株式会社キャリア
デザイン・アカデミー設立

2015

「TG光」提供開始

2017 2018 2019 2020

株式会社クオカード
を連結子会社化

株式会社V-Growthを
子会社化

PCテクノロジー
株式会社を子会社化

Relay2, Inc.へ出資
（2022年4月連結子会社化）

株式会社TGソリューションズ
（旧：ポピュラーソフト株式会社）

を子会社化（2022年4月連結子会社化）

株式会社TGパワーを
連結子会社化

株式会社TFモバイル
ソリューションズを

連結子会社化
（2021年2月吸収合併）

株式会社TGファーム
を設立

インフィニティコミュニケーション
株式会社を子会社化

2021

三大財閥系商社の通信子会社

企業間ファイル・共有
サービス、RPA導入支援

人材教育・研修事業

当社独自の光アクセスサービス

コールセンター・ヘルプデスク事業

教育業界に特化したICT支援事業 ソフトウェアやシステムの開発
ネットワークシステムの設計、コンサルティング 農業法人

再生可能エネルギー事業エッジコンピューティング機能を
搭載したクラウドWi-Fi

QUOカード・QUOカードPayの発行

スマホアクセサリー専門店

グループ会社 14社（2022年8月現在）
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モバイル事業
⚫ 直営店・代理店・量販店等、多様な販路で

携帯電話等の販売・サービスを提供
⚫ スマートフォン向けアクセサリーショップ事業

ソリューション事業
⚫ 法人向け携帯電話等販売・運用サポート
⚫ ネットワーク事業

決済サービス事業他
⚫ 全国のコンビニエンスストア中心にPIN・ギフトカードを販売
⚫ QUOカード・QUOカードPayの発行
⚫ 再生可能エネルギー、ICT教育、eスポーツ、農業など

環境・社会に貢献する事業
⚫ 海外事業

7

ティーガイアの主な3つの事業

モバイル
56

[53%]
決済サービス他

31

[29%]

ソリューション

18.6

[18%]

2022年３月期

105.7億円

（億円）※[]内はセグメント別構成比

親会社株主帰属する当期純利益

モバイル事業だけでなくバランス良く3つの事業を展開



モバイル事業
携帯電話等の販売及び代理店業務
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モバイル事業
⚫ 直営店・代理店・量販店等、多様な販路で

携帯電話等の販売・サービスを提供
⚫ スマートフォン向けアクセサリーショップ事業

ソリューション事業

⚫ 法人向け携帯電話等販売・運用サポート
端末の購入からアップデートまでライフサイクルをサポート

⚫ ネットワーク事業
当社独自の光アクサスサービス「TG光」の提供をはじめ、
回線手配、環境構築などワンストップで提供

決済サービス事業他

⚫ 全国のコンビニエンスストア中心にPIN・ギフトカードを販売
⚫ QUOカード・QUOカードPayの発行
⚫ アクセサリ卸売り販売、メーカー営業販売サポート
⚫ 再生可能エネルギー、ICT教育、eスポーツ、農業など

環境・社会に貢献する事業
⚫ 海外事業
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ドコモ au ソフトバンク

家電量販店
大型スーパー等UQ mobile Y! mobile楽天モバイル

モバイル事業

携帯ショップ、家電量販店など幅広い販路
10



2021年度 携帯電話等契約件数 No.1
携帯電話等契約件数

（株式会社MM総研の資料をもとに当社作成）
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各通信キャリア バランスよく取り扱い
2021年度 416万件販売



販売拠点数

1,917店舗

※2022年6月末時点
携帯ショップ、アクセサリーショップ、
家電量販店、併売店等店舗数（代理店店舗含む）

販売拠点数

No.1

当社携帯ショップ分布状況
（2022年6月末時点）
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地域の

ICT拠点
携帯電話の
販売拠点

ショップの価値向上

事業環境変化への対応

携帯販売代理店ビジネスの大きな変革

集客・独自商材の拡大 業務効率化・生産性向上
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A店

B店

C店

ヘルプセンターのスタッフが店頭にいるお客様の端末初期設定等を遠隔でサポート

100店舗でトライアル実施中
お客様にとってより効率的な店舗運営を推進

ヘルプセンター

サポートメニュー

アカウント設定

各種アプリ設定

など操作説明

店舗での新たな取り組み＜スマート・オンラインサポート＞

感染症対策

予約枠が増え
ご来店しやすく

きめ細やかな
サポート

店舗のお客様
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＜リアル＞
シニア向け教室

ショップの不稼働時間を
活用したシニア向け

体操教室の
トライアルを実施

eスポーツ教室

ぷよぷよeスポーツ教室
のトライアルを実施

体操教室

デジタルとリアル双方におけるお客様体験の向上

©SEGA 

＜デジタル＞
「La Member’s」×「みんなの暮らしラボ」

当社独自サービス「みんなの暮らしラボ」が
FCNT株式会社の会員サービス

「La Member’s（ラ・メンバーズ）」とコンテンツ連携
La Member’sはFCNT株式会社の登録商標です

当社独自の取り組み

15



d garden 東梅田店
コワーキングスペースを併設

店舗のスペースを有効活用
地域の様々なお客様にご利用いただける店舗に

ドコモショップ東久留米店
カフェを併設

地域のICT拠点として＜新形態店舗＞
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携帯ショップがない地域での出張相談会
お客様との接点拡大

地域のICT拠点として＜移動携帯ショップ＞
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自治体との連携により「デジタルデバイド解消」に貢献

連携自治体

自治体の公共施設等で、スマートフォンの活用に関する講習会を実施

宮城県：塩竈市、松島町
新潟県：見附市
岐阜県：中津川市
静岡県：島田市
愛知県：江南市
三重県：いなべ市
福岡県：太宰府市、宗像市

合計9自治体

開催期間※

2022年8月～2023年2月

講座内容※

●基本講座
スマートフォンの基本操作

●応用講座
マイナンバーカードの申請など
スマートフォンを活用した
行政サービスの利用方法 など

＜自治体との連携例＞
太宰府市つつじヶ丘公民館でのスマホ教室

（2022年4月開催） ※開催期間、講座内容は自治体によって異なります

地域のICT拠点として＜デジタルデバイド解消＞

利用者向けデジタル活用支援推進事業（地域連携型）受託
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地域のICT拠点として＜マイナンバーカード普及＞

マイナンバーカード普及に貢献
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ソリューション事業
法人向け携帯電話等の販売やソリューションサービス、

ブロードバンドサービスの提供
固定通信サービスの販売取次
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モバイル事業
⚫ 直営店・代理店・量販店等、多様な販路で

携帯電話等の販売・サービスを提供
⚫ スマートフォン向けアクセサリーショップ事業

ソリューション事業

⚫ 法人向け携帯電話等販売・運用サポート
端末の購入からアップデートまでライフサイクルをサポート

⚫ ネットワーク事業
当社独自の光アクサスサービス「TG光」の提供をはじめ、
回線手配、環境構築などワンストップで提供

決済サービス事業他

⚫ 全国のコンビニエンスストア中心にPIN・ギフトカードを販売
⚫ QUOカード・QUOカードPayの発行
⚫ アクセサリ卸売り販売、メーカー営業販売サポート
⚫ 再生可能エネルギー、ICT教育、eスポーツ、農業など

環境・社会に貢献する事業
⚫ 海外事業
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ソリューション事業

調達・
提案

導入
支援

環境
構築

保守

アップ
デート

運用

モバイル版LCM
(Life Cycle Management)

モバイル

企業のICT化をトータルサポート

保守
管理

回線
手配

工事 設計

関連
サービス

クラウド
サービス

光回線・通信環境構築

端末の調達、
運用、買い替えまで
トータルでサポート

当社独自の光回線
サービス「TG光」

の提供など
通信環境の
構築を支援



端末販売だけでなく、当社独自のサービスを提供
販売は好調に推移

法人向け通信回線
一括管理サービス

ヘルプデスク

当社独自サービス

21/6末 22/6末

81.7 87.2

34.1
36.9

21/6末 22/6末

movino star ID数（万ID) ヘルプデスクID数（万ID)
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通信環境構築＜いえからオフィス＞

オフィスと社員の自宅に専用機器（Relay2）を
つなぐだけで、オフィスと同じ
ネットワーク環境を構築

中小企業向けのテレワークが簡単にできるソリューションを提供
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12,000社
＜2021年度直接取引法人数＞

（法人向けソリューション商材+TG光）

3大財閥系商社
グループ企業を含む

大手から中小企業まで

富士通・富士通
グループ企業など

2021年度取引顧客数

法人のお客様
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決済サービス事業他
決済サービス、海外事業、その他新規事業
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モバイル事業
⚫ 直営店・代理店・量販店等、多様な販路で

携帯電話等の販売・サービスを提供
⚫ スマートフォン向けアクセサリーショップ事業

ソリューション事業
⚫ 法人向け携帯電話等販売・運用サポート

端末の購入からアップデートまでライフサイクルをサポート
⚫ ネットワーク事業

当社独自の光アクサスサービス「TG光」の提供をはじめ、
回線手配、環境構築などワンストップで提供

決済サービス事業他

⚫ 全国のコンビニエンスストア中心にPIN・ギフトカードを販売
⚫ QUOカード・QUOカードPayの発行
⚫ アクセサリ卸売り販売、メーカー営業販売サポート
⚫ 再生可能エネルギー、ICT教育、eスポーツ、農業など

環境・社会に貢献する事業
⚫ 海外事業
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コンビニエンスストア等

© Nintendo
※ビットキャッシュ、BitCash およびそのロゴはビットキャッシュ株式会社の登録商標です。
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ギフトカード（プリペイド）

コンビニエンスストアなどにおけるギフトカードの流通を担う



QUOカード

累計発行枚数
＜2022年7月末時点＞

約10億枚
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QUOカード



ギフト利用

多彩なカードデザイン、
メッセージ送信可能

アプリなしでも
利用可能

WEBブラウザを
開くだけで使える

個人情報登録
不要

面倒な会員登録は不要

現金併用可能

最後まで使いきれる

※一部現金併用ができない
場合があります

よくある
スマホ決済
サービス

自己利用 アプリが必要 個人情報登録 現金併用不可

もらって嬉しい 贈って喜ばれる デジタルギフト

QUOカードPayの特長
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加盟店 キャンペーン

幅広いジャンルの加盟店
引き続き加盟店拡大に取り組む

多彩なキャンペーン展開により
発行拡大に取り組む

※キャンペーン終了済み

コンビニ ドラッグストア スーパー ホームセンター 家電量販

ライフスタイル モール ファッション グルメ

カフェ 居酒屋 レジャー 書店

QUOカードPayの取り組み

最新のキャンペーン情報はこちら↓
https://www.quocard.com/pay/campaign/

QUOカードPayが使えるお店はこちら↓
https://www.quocard.com/pay/store/
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メーカー

当社の強みである営業・販売ノウハウを活かしたビジネス
販路や取扱商材の拡大を図る

スマホアクセサリ・
その他デバイス卸売り

営業・販売サポート

スタッフ支援、
オペレーションサポート、

スタッフ育成等

コンビニエンスストア

eイヤホン

販路拡大中

家電量販店
ホームセンター

総合ディスカウント
ストア

小売店

ロフト

京都ロフト 神戸ロフト

販路

スマホアクセサリ卸売り・営業販売サポート
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サステナビリティ
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2021年12月
気候関連財務情報開示

タスクフォース（TCFD）
提言への賛同を表明

事業活動を通じて発生する環境負荷低減に努め
持続可能な社会の実現に貢献

中間目標：2030年温室効果ガス排出量
50%削減（2019年度比）

※

2040年
カーボンニュートラル※

※Scope1·2対象（当社単体ベース）

温室効果ガス削減目標TCFD提言へ賛同表明

気候変動への取り組み
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太陽光発電システム

設置件数（2022年4月現在）

約300件

蓄電池システム

当社滋賀物流倉庫

株式会社TGパワー
（連結子会社）

再生可能エネルギー事業

35

再生可能エネルギー活用の促進や災害対策支援など
持続可能な社会の実現に貢献

ドコモショップなどに
太陽光パネルを設置

ドコモショップ八街店

災害対策・CO2削減

昼間に太陽光発電した
電気を夜間や
災害時に使用

環境



回収実績は年々増加し、収益拡大
グループ会社とも連携し、効率化も推進

企業で不要になったスマートデバイスを回収
安全にデータ消去の上、再利用、資源化

韓国SKネットワークス株式会社と提携し、
一般消費者からのスマホを買取、

スマホのリユース活性化と環境負荷低減に貢献

eKYC対応スマホ買取機
「MINTIT」実証実験開始

リユース

資源データ消去
不要端末

個人向け

TV・新聞等複数のメディアで紹介、注目高まる

Smart Labo
北千住マルイ、

ららぽーと湘南平塚 等

設置場所

2022年3月期（累計）
回収実績

45,000台

（前期より大幅増）

収益拡大を図りながら、
端末のリユース、リサイクルで環境負荷低減に貢献

スマート回収

法人向け

端末回収
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環境



・幼稚園・保育園向け教室
・小学生向けオンライン教室

当社運営ドコモショップでも教室展開開始

子ども向けICT教育事業
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子どもたちのICTを活用する能力を育む

社会



子会社 株式会社TGファーム

いちご栽培

ふるさと納税
返礼品に採用

スマート農業に取り組み地方創生に貢献

農業

38

農業法人
2021年4月に設立

社会



社員とその家族を大切にし、人財の多様性を積極的に推進

従業員への取り組み
【企業理念】 TGミッション

社員とその家族を大切にし、働く喜びを実感できる企業であり続けます。

女性管理職比率

約10%維持

2025年度までに15％目標

障がい者雇用率
（2022年3月末）

2.59％

（法定雇用率2.3％）

●同性パートナーシップ制度導入
●社外相談窓口の設置
●社内研修
●本社ビル内の一部施設を

ジェンダーフリートイレに変更

女性活躍支援 障がい者雇用推進 LGBT対応 健康経営

「こころ」と「身体」の両面
から社員の健康の維持・増進
を積極的に図る

ティーガイアは、企業理念の「TGアクション～わたしたちの行動指針～」に掲げる「多様性を尊重し、最高のチームワークを実現」するため、以下の方針に基づき、
女性活躍推進を始めとする「ダイバーシティ＆インクルージョン」の推進を重要な経営戦略として位置づけ、積極的に取り組んでまいります。

■ 年齢、性別、国籍、障がいの有無、性的指向や性自認、働き方などの違いにとらわれず、異なる考え方や価値観を持った人も尊重し、
各々の能力を最大限に生かすことで、イノベーション創出を図ります。

■ 互いに支え合い、自らの強みを発揮して積極果敢に挑戦し続け、一つのチームとして全社パフォーマンスを最大化します。

■ 様々な背景を持ち、多様な働き方をするすべての社員が、仕事と生活の調和を図りながら活躍できる、豊かな職場環境を構築します。

ティーガイア ダイバーシティ＆インクルージョン推進方針
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成長戦略
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専門組織

専門組織により積極的な事業・商材開発
M&A・投資に取り組む

安定した営業キャッシュフローと資金により投資余力あり
専門組織によりM＆A、周辺事業への投資を加速

オープンイノベーション推進部
新規事業、商材開発、M＆A促進

ポートフォリオマネジメント部
投資マネジメント

成長投資
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業績・財務状況
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退蔵益減、前期に特別利益を計上した関係で減益も、
業務効率化等により営業利益は増益

2023年3月期 全社連結業績予想

（単位：億円） 22/３期 通期実績 23/３期 通期計画 前期比

売上高 4,764.6 4,830.0 101.4％

売上総利益 725.7 724.0 99.8％

販管費 620.0 612.0 98.7％

営業利益 105.6 112.0 106.0％

営業外損益
（カード退蔵益他）

48.1 42.0 87.2％

経常利益 153.8 154.0 100.1％

純利益 105.7 100 94.5％

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益
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2023年3月期 セグメント別業績予想

（単位：億円）

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他※

22/3期
実績

23/3期
計画

前期比
22/3期
実績

23/3期
計画

前期比
22/3期
実績

23/3期
計画

前期比

売上高 4,071 4,028 98.9% 352 455 128.9% 340
（305）

348
（307）

102.3%
（100.5％）

営業利益 82.4 85.6 103.8% 25.1 28.9 114.8%
▲2.0
（16.1）

▲1.1
（15.1）

－
（93.7%）

純利益 56.0 54.0 96.3% 18.6 17.9 96.1% 31.0
（11.8）

28.1
（11.2）

90.4%
（94.8%）

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益、()内の数値：決済サービス事業単体（子会社配当金を除く）

「その他・調整額」に該当する金額は僅少であるため本表では記載を省略しております。
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22/3期ROE 15.7％、ROIC 12.1％
「JPX日経インデックス400」に継続選出!

資本を効率的に活用◎
■■営業利益（億円）●ROE(自己資本当期純利益率）（％）●ROIC（投下資本利益率）（％）

財務状況
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株主還元
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株主優待は年2回

カード

QUOカード金額
（半期毎）

9月末日基準日
3月末日基準日

（参考）年間総額

半年～3年未満 3年以上 半年～3年未満 3年以上

1単元以上～
3単元未満

1,000円分

2,000円分

2,000円分

4,000円分

3単元以上 3,000円分 6,000円分

9月末日現在、3月末日現在の株主名簿に記載または記録された
100株（1単元）以上を半年以上保有の株主様対象にQUOカードを贈呈（年2回）

株主優待
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年間配当金

75円（予想）

株主優待含む実質利回り

約5.7％（予想）※1

株主還元

23/3期
（予想）※2

20/3期18/3期 19/3期

（円）

※1：2023年3月期 株主優待（予定）と配当（予想）および2022年8月26日の終値に基づき算出（1単元を半年以上保有する株主の場合）
※2：23/3期（予想）の1株当たり当期純利益および配当性向は、23/3期末における期中平均株式数（予想）に基づき算出

21/3期

1株当たり当期純利益 1株当たり配当額と配当性向

182.34

248.4
226.59 234.01

189.74
179.32

20/3期18/3期 19/3期 21/3期 22/3期 23/3期
（予想）※2

22/3期

55.00

75.00 75.00 75.00 75.00 75.00

配当性向１株当たり配当額

（円）

連結配当性向40％を目途

長期にわたり安定的かつ継続的な利益還元を実施

30.2% 30.2%
33.1% 32.1%

39.5% 41.8%
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本日のまとめ
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販売拠点から地域のICT拠点に
さらなるショップの価値向上

企業のICT化を

トータルサポート

ギフト市場を拓く
PIN・ギフトカード・QUOカード

QUOカードPay

再生可能エネルギーや端末回収、
ICT教室などの事業で

環境・社会に貢献

52

本日のまとめ

決済サービス事業他

ソリューション事業

モバイル事業

サステナビリティ

ありたい姿

豊かな未来のために
価値を創造し続ける

企業グループへ

～社会に必要とされ、
社会に貢献する会社～

人と技術をコアに
事業を通じて社会課題を

解決することで
企業価値を向上する

M＆A、周辺事業への投資も加速
バランスのよい事業ポートフォリオへ



【企業理念】TGビジョン
新たなコミュニケーションの提案を通じ、
お客様に感動・喜び・安心を提供します。
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最後に一言
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証券コードは3738

み な さん はっぴ～

株を持って
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参考資料
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「明日（未来）に向かって誠実に挑戦し、
全世界の人々の生命を育む、地球のような雄大な企業を目指す」

という意味が込められています。

社名の由来

コーポレートマーク
コーポレートマークは、頭文字「TとG」をモチーフにデザインされた未来的で斬新なマークです。
光輝く「T」を核としてそこから広がるダイナミックな「G」は若く力強い「行動力」と「勢い」を強調しており、未来に
向かって挑戦し続ける「積極性」と「革新性」を表しています。ダイナミックでスピード感溢れるこのマークは、急速に
変化する社会の中で常に強いリーダーシップをとり、世界を牽引していく姿をイメージしています。

「明日」 「ひとつの巨大な生命体として考えられた地球」
（「ギリシャ神話の大地の女神」が語源）
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企業理念
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（単位：億円） 22/3期 1Q※2 23/3期 1Q 前年同期比
23/3期
通期計画

進捗率

売上高 1,111.7 1,084.9 97.6％ 4,830.0 22.5％

売上総利益
（売上総利益率）

185.8
（16.7%）

173.3
（16.0％）

93.3％
（-0.7p）

724.0
(15.0%）

23.9％

販管費 153.８ 150.6 97.9％ 612.0 24.6％

営業利益
（営業利益率）

31.9
（2.9％）

22.7
（2.1％）

71.1％
（-0.8p）

112.0
（2.3％）

20.3％

営業外損益
（カード退蔵益他）

16.7 9.9 59.4％ 42.0 23.7%

経常利益 48.7 32.6 67.1％ 154.0 21.2％

純利益 32.2 23.8 74.1％ 100.0 23.9%

回線契約数 (万回線)※1 102.9 90.1 87.6％

前年同期が好調だったことに加え、2021年7月より一部通信事業者の手数料条件改定あり
カード退蔵益の減少（9億円）は期初計画どおり

2023年3月期1Q 連結決算概要

※1 今期より「販売台数」から「回線契約数」へ表現を変更して
おります。集計方法に変更はありません。
※2 22/3期１Q実績は㈱TFモバイルソリューションズのPPA確定
後の実績に置き換えております。
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2023年3月期1Q セグメント別業績

（単位：億円）

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他

22/3期
1Q

23/3期
1Q

前年
同期比

22/3期
1Q

23/3期
1Q

前年
同期比

22/3期
1Q

23/3期
1Q

前年
同期比

売上高 950
[85.5%] 

916
[84.5%]

96.4％ 85
[7.7%] 

86
[7.9%]

100.7％
75

（65）
[6.8%] 

82
(72)

[7.6%]

109.2％
（110.6％）

営業利益 25.9
[81.2%] 

15.0
[66.2%]

58.0％ 6.2
[19.5%] 

5.1
[22.5%]

81.8％
▲0.2
（2.5）

[▲0.7%] 

2.0
（4.0）
[8.9%]

ー
（156.5％）

純利益 17.2
[53.4%] 

10.5
[44.3%]

61.4％ 3.7
[11.7%] 

6.2
[26.3%]

166.2％
11.2
（1.8）
[34.8%] 

6.5
（2.8）

[27.4%]

58.2％
（155.0％）

[] 内の数値はセグメント別構成比、()内の数値：決済サービス事業単体（子会社配当金を除く）

「その他・調整額」に該当する金額は僅少であるため本表では記載を省略しております。
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通期
（単位：%）

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

自己資本比率 39.0% 22.8% 26.1% 30.4% 27.4% 29.2%

自己資本当期純利益率

（ROE)
29.7％ 30.9％ 33.3％ 24.8％ 21.9％ 15.7%

投下資本利益率
（ROIC）※3 17.7% 21.6% 29.3% 25.0 ％ 18.9 ％※１ 12.1%

売上高営業利益率 2.6％ 2.6% 2.9% 2.9% 3.3%※2 2.2%

純資産配当率

（DOE）
9.9％ 9.3％ 10.0％ 8.2％ 7.0％ 6.2%

※１ 21/3期は、新型コロナの影響に備えた資金の確保と大型M&Aのための長期借入により、負債増。
※２ 22/3期から適用となった会計基準の変更を21/3期に遡求適用しております。
※３ カード退蔵益を含めて計算しております。

主要財務指標の推移
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